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【第 221回国会】令和８年４月 16日（木）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 平成 28年熊本地震による被害でお亡くなりになられた方々に対し、黙祷をささげました。 

 

２ 防災庁設置法案（内閣提出第 13号） 

防災庁設置法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提出第 14号） 

・牧野国務大臣（防災庁設置準備担当）、三谷法務副大臣、金子内閣府大臣政務官、古川内閣府大臣政務

官、三反園財務大臣政務官、山本農林水産大臣政務官、加藤国土交通大臣政務官、永井国土交通大臣

政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

・参考人から意見を聴取することに協議決定しました。 

（質疑者）小里泰弘君（自民）、木村次郎君（自民）、高見康裕君（自民）、青柳仁士君（維新）、柏倉祐

司君（維新）、近藤和也君（中道）、西園勝秀君（中道） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

小里泰弘君（自民） 

 

（１） 過去の大規模災害の教訓の制度設計等への反映の状況及び防災庁における活用策についての牧野大

臣の見解 

（２） 迅速な災害対応のための意思決定のシステムの在り方 

（３） 勧告権の実効性を高めるための平時からの関係省庁との連携深化に係る方針 

（４） 防災局の役割 

（５） 被災状況の迅速な把握及び情報の集約・共有化に係る取組方針 

（６） 大規模災害発生時の対応 

ア 瓦れきの処理について、自治体の負担軽減のための体制構築の状況及び財政措置 

イ 災害廃棄物の仮置場や仮設住宅等の用地の確保に向けた取組方針 

ウ 応急仮設住宅の資材の円滑な確保に向けた取組方針 

エ 大規模災害時における特例措置の法制化・マニュアル化の状況 

オ 被災者に向けた支援策の迅速な周知に係る取組方針 

カ 自治体職員、介護要員、ライフライン復旧要員等の不足に対する国主導の調整の必要性 

（７） 事前防災 

ア 防災力強化総合交付金の活用など、防災庁に求められる事前防災の取組方針 

イ 河川整備の進捗状況及び気候変動を踏まえた事前防災や再度災害防止の取組方針 

ウ 道路における事前防災の取組方針 

エ 農業用ため池における事前防災の取組方針 

オ 農地、農業用施設の復旧に当たっての再度災害防止の取組方針 

（８） 総合調整機関としての防災庁の、関係省庁との役割分担及び連携の方針 

（９） 防災庁の専門人材の育成・確保に係る取組方針 

（10） 防災庁の設置及び今後の大規模災害に備える牧野大臣の決意 

 

木村次郎君（自民） 

 

（１） 防災庁の設置 

ア 今後設置予定の防災大学校の役割及び人材育成方針 

イ 災害対策基本法の基本理念に「被災者の良好な生活環境の確保」を追加する意義及び具体策 

ウ 地域防災力強化に向けた取組状況 
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（２） ハザードマップの利活用に向けた取組状況及び支援策 

（３） 消防団 

   ア 消防団員数が減少傾向にある現状に対する政府の認識 

   イ 消防団活動の働き方改革や処遇改善の推進に向けた取組状況 

（４） 今冬の大雪等により被害を受けた農業への支援の必要性 

（５） 令和４年８月の大雨等による青森県内の河川被害 

   ア 中村川緊急治水対策プロジェクトの進捗状況及び今後の支援策 

   イ 岩木川中流・上流緊急治水対策プロジェクトの事業効果及び今後の支援策 

（６） 国道７号鶴ケ坂防災事業の進捗状況及び今後の取組方針 

 

高見康裕君（自民） 

 

（１） 自衛隊の災害派遣 

   ア 自衛隊災害派遣の三要件について厳格な判断をする必要性及び地方自治体への三要件の周知徹底 

   イ 初期段階で出口戦略を定める必要性 

（２） 災害対応に当たり公助のみならず自助、共助の取組意識を高める重要性 

（３） 海上保安庁の災害対処能力強化に当たり無操縦者航空機（シーガーディアン）を更に増強する必要

性 

（４） 地方自治体との連携 

   ア 地方自治体における事前防災の取組への国による伴走支援の必要性 

   イ 平時から国と地方自治体の間において信頼関係を構築する重要性 

（５） 女性の視点を生かした防災、災害対応 

   ア 防災、災害対応に女性の視点を生かす意義に対する政府の認識及び具体的取組 

   イ 自治体の防災、危機管理部局や地方防災会議等への女性の参画拡大の取組 

（６） 災害時の医薬品供給 

   ア 発災直後から被災地域内において医薬品の提供体制を確保するための政府の取組 

   イ エピペンやインスリン製剤など極めて緊急性の高い医薬品を災害時に安定供給するための政府の

取組 

 

青柳仁士君（維新） 

 

防災庁の設置 

ア 防災庁が果たすべき機能及び役割についての牧野大臣の見解 

イ 防災大臣の勧告権に係る実効性確保及び活用についての牧野大臣の見解 

ウ 復興庁の知見の活用及び防災庁の今後の組織の在り方 

エ 防災に係る専門人材の登録制度及び協力体制を構築する必要性 

オ 発災時に地方自治体で必要となる資器材を国として効率的に調達する取組の必要性 

カ 防災局の設置 

 ａ 与党の副首都構想を踏まえた設置場所検討の必要性 

 ｂ 検討状況及び見通し 

 

柏倉祐司君（維新） 

 

（１）防災庁の設置 

ア 災害医療に対する防災庁の関わり方 

イ 設置が検討される防災大学校において災害医療に係る教育を行う必要性 
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（２）避難行動要支援者名簿 

ア 地方自治体における策定状況及び更新頻度 

イ 名簿情報の提供等に関する条例の制定状況 

ウ 関係者との名簿情報の共有を可能とする体制整備に向けた政府の取組 

（３） 災害時における医療機関に係る衛星通信環境の確保 

（４） オンライン資格確認等による災害時における医療情報の集約及び活用状況 

 

近藤和也君（中道） 

 

令和６年能登半島地震 

ア 災害により生じた住宅等への損失を人的控除の後に控除することができる制度の検討状況 

イ クラウドファンディングで調達した資金の課税に係る課題への取組状況 

ウ 二重ローンの債務整理を行っている場合に短期融資を受けることができるようにする必要性 

エ 長期避難世帯 

 ａ 長期避難世帯の認定解除後における住家の被害認定の可否 

 ｂ 特定長期避難世帯に係る特例の区域要件を見直す必要性 

オ 災害に係る住家の被害認定調査 

 ａ 被災から一定期間経過後における被害認定調査の可否 

 ｂ 被害認定調査の在り方の見直しへの取組状況 

 ｃ 被災者に寄り添ったマニュアル運用についての国の関与 

カ 災害救助法に基づく救助終了後における応急仮設住宅の再利用の可否 

キ 被災地における窃盗等の犯罪被害の防止 

 ａ 犯罪被害の防止のための警備の強化 

 ｂ 災害時の犯罪に対する厳罰化 

ク 災害時のＳＮＳ上の偽・誤情報対策 

 ａ 偽・誤情報に対する対策強化の必要性 

 ｂ 偽計業務妨害罪を適用することの妥当性 

ケ ボランティアに対する交通費補助制度の改善状況 

コ 地方自治体の耐震化支援制度の手続の簡略化や補助額の引上げ等に対する政府の取組 

 

西園勝秀君（中道） 

 

防災庁設置法案 

ア 防災庁の使命及び牧野大臣の決意 

イ 地域レベルでの具体的かつ分野横断的なシミュレーションに基づく災害リスク評価の手法及び評

価結果を各府省の施策や地域防災計画等に反映させる方策 

ウ 各府省が実施する事前防災に係る施策の把握状況及び進捗管理の在り方 

エ 防災の司令塔として機能するための勧告権の行使の在り方 

オ 複合災害を見据えた事前防災に係る施策の具体的な内容及び省庁横断的な体制構築に向けた取組 

カ 防災大学校の将来像及び幼児期からの防災教育の体系化に対する牧野大臣の見解 

キ 復興庁の知見を活かす必要性に対する牧野大臣の見解 

ク 地区防災計画の策定促進などを通じて地域コミュニティの助け合いの文化を醸成し、住民の行動

変容を促していくための具体的な方策 

ケ 個別避難計画の策定率向上のための方策 

コ 女性の視点を踏まえた避難所運営を実現するための方策 

サ 女性幹部を登用する等の必要性に対する牧野大臣の見解 
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シ 被災した公務員が休暇を取得できる職場環境の醸成及びこうした休暇を前提とした業務継続体制

の構築並びに広域的な受援・応援体制の構築に向けた取組 

 


